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2021 年 4 月 27 日 

報道関係各位 

  GMO インターネットグループ 

 

GMOインターネットグループ 

新型コロナウイルス感染防止のため 

出社許可制（原則在宅勤務）へ体制移行 

～東京・大阪の出社率を８割削減～ 

 

GMO インターネットグループは、新型コロナウイルスの感染者数の増加を受けて政府より緊急事態宣言が

発令された、東京都・大阪府のオフィスに勤務するパートナー（従業員）について、独自の判断基準に基づ

き、2021 年 4 月 26 日（月）より出社許可制で原則は在宅勤務とする体制へ移行し、該当地域の出社率を約

8 割削減しました。緊急事態宣言対象区域内の各事業者に対しては、出社率の７割削減に努めるよう、政府

から要請が出されており、この政府要請の削減目標を上回る形になります。 

 

GMO インターネットグループでは、感染症等によるパンデミックの発生時における勤務体制について、パ

ートナーの命を守ることを最優先としたうえで、サービス・事業活動を継続していくために、社会状況（国

や都道府県の定めるルール、感染規模、医療環境）から総合的に判断する独自の基準を設けています。本基

準に則り、現体制は「レベル 3：出社許可制（原則在宅勤務）」となります。今後の体制については、外部環

境に応じて判断してまいります。 

＜参考＞GMO インターネットグループの「パンデミック時における対策発令・対応レベル」 

    URL：https://www.gmo.jp/pdf/info/news/gmo_news_49.pdf 

 

 今後も GMO インターネットグループでは、緊急事態・自然災害や当社グループを取り巻く経営環境の変

化に速やかに対応し、お客様、株主様、パートナー、すべてのステークホルダーの「笑顔」「感動」につなが

る企業活動を通じて、社会と人々に貢献してまいります。 

以上 

 

 

 

 

【GMOインターネット株式会社】（URL：https://www.gmo.jp/） 

会 社 名 GMO インターネット株式会社 （東証第一部 証券コード：9449） 

所 在 地 東京都渋谷区桜丘町 26 番 1 号 セルリアンタワー 

代 表 者 代表取締役会長兼社長・グループ代表 熊谷 正寿 

事 業 内 容 ■インターネットインフラ事業  ■インターネット広告・メディア事業 

■インターネット金融事業    ■暗号資産事業 

資 本 金 50 億円 
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【報道関係お問い合わせ先】 

●GMO インターネット株式会社 

グループコミュニケーション部 広報担当 福井・蕪木 

TEL：03-5456-2695  E-mail：pr@gmo.jp 
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